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端的には

「人口縮減社会」におけるこども施設
• 圏域の変化

＋
• 個別に整備されてきた機能の統合を含む，
施設の制度・配置の再編
–児童福祉施設 → こども施設 → 福祉施設
–福祉施設 → 地域施設



統合・再編のなかにあるこども施設

教育施設／児童福祉施設・障がい児支援施設の
枠組みを超えた［横の］統合・再編



統合・再編のなかにあるこども施設

年齢による施設区分を超えた［縦の］統合・再
編



機能の複合（幼保一体化）の理由

• ［少子化］と，［成長発達環境の保障（一貫した保
育・教育環境，平等な発達環境）］，が主な要因



保育所・幼稚園の数の変化
【地域ごとの差】
• 保育施設数が増えて
いる地域（ex.東京，埼
玉）

• 幼稚園のみ減少が顕
著な地域（ex.徳島）

• 施設の統廃合が進む
地域（ex.群馬，大阪）

→都道府県内でも差が
ある



新制度のなかでの保育拠点

• 都心部：小規模保育拠
点の活用
– ［バックアップ施設の
圏域維持＋小規模保育
拠点圏域の複合ネッ
ト］

• 大都市部以外：機能集
約化，近隣市施設との
連携
– ［圏域の拡大］



cf. 保育施設の選択理由（幼稚園）



cf. 保育施設の選択理由（保育所）



cf. 保育施設の選択理由
• 「自宅から近いこと（送迎）」が一番
– 送迎の分担が可能

• 通勤ルート上，職場近くだと，父母の送迎分担が難しい
• 送迎時の子連れ長距離移動を敬遠

– 急病時等の対応が容易
• 自宅近くならば普段のかかりつけ医を頼れる

– 就学時の関係
• 地域のこども，親との関係をつくれる

→ 結果として，児童の人口分布によるニーズの偏り
（変遷）が生じる
– 送迎拠点の整備（ex.流山市，横浜市）
– 小規模保育拠点の活用



機能・圏域の再編パターン





機能・圏域の再編パターン
想定利用者

利用圏域（広域化するほど移動コストが高い）
地域密着性を残した
い（利用圏域を日常
生活圏に留めたい）

生活実態に即した
中域化（特に自治
体の境界部など）

広域化

現在のままに
留めたい（専
門分化）

利用者／ニーズ密度
の低下と共に高コス
ト（維持困難）

しばらくは維持可
能か。機能ごとに
利用圏域が異なる
ことが従前は妥当
と考えられていた。
機能規模のバラン
スが課題

移動コストが高く，
移動サポートが必
要。あるいは移動
が不要になる支援
（遠隔，居住機能
追加など）

現在の属性を
基に拡張を行
う（類似属性
で異種用途）

例えば小中一貫，幼
保一体，幼小一体，
「学園化」，学童保
育・放課後等デイ機
能の統合など

中規模地域に拠点
を残すことができ
る（例えば中学校
圏 ≒ 地域包括ケ
ア）

規模を担保できる
が，地域性のある
教育や保育が困難
（地域の維持に影
響がある）

属性の混在
（異種用途）

共生型ケア
（幼老複合その他）

規模が担保された
共生型のケア，

広域共生型ケア
（この選択に至る
蓋然性はない）



端的には

「人口縮減社会」におけるこども施設
圏域の変化
＋機能の統合を含む，施設の制度・配置の再編
– 児童福祉施設 → こども施設 → 福祉施設
– 福祉施設 → 地域施設

• 利用者宅からのアクセシビリティと
地域内での拠点性

• 機能と規模の集約による役割としての拠点性

両立の
模索



「地域における拠点性」と
「役割における拠点性」の両立に向けて

異種機能の統合

「近くの拠点」
性の維持

アクセシビリ
ティの保障


